
1. はじめに
� ウェブ調査の特徴把握のために

本稿では、現在、産学協同研究として推進

している自記式調査法間の比較研究に関する

一部の結果を紹介しながら、インターネット

調査の特徴を捉えるための実証研究を行うに

当たり留意している点を述べ、このようなテ

ーマに興味を持つ読者のための参考に供する

こととしたい。紹介するのは研究途上の内容

であり、現時点で特定の結論を述べることは

できないが、調査法研究に携わる立場から、

研究へのアプローチについて若干の提言を行

いたい。本稿の内容の一部は文献[5]と重複し

ている。

周知のとおり調査の結果は、「調査方法」に

強く依存する。ここで敢えて「調査方法」と

括弧付きで書いた意味は、この語によって調

査を実施する際の様々な要素・条件の総体を

指すことにするためである。その要素・条件

を大別すれば、�サンプル構成 ― 母集団の定

義・対象者集団の構成、枠母集団・標本抽出

枠の設定と標本抽出 ― 等の調査対象の捕捉に

関わる側面、�主に対象者への接触と回答収

集法としての調査方式（調査モード）に関連

する調査実施条件の側面の２つから成ると考

えてよい。

近年、急速に普及したインターネット調査

（特にウェブ調査、以下こう記す）も、調査方

式のひとつであり、調査結果が調査方法に依

存する点では従来型の調査法と変わりはない。

ウェブ調査の特性を十分に理解し、適切に活

用するためには、ウェブ調査とは異なる調査

方式との比較により、どのような結果が得ら

れるかについての実証的な検討が必要である。

ウェブ調査は相対的に新しい調査方式であり、

面接調査、郵送調査などの従来型調査法に比

べると日本では実証研究の蓄積が少ない。ま

た従来型調査法では得られないような測定法
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上の特徴（利点や欠点）を備えることから、

調査方法としての特徴を検討する際に、方法

上の様々な要素を適切に吟味・仕分けした上

で、それら個々の要素に由来する特徴の十分

な検証が重要と言える。この点が、以下に紹

介するような実験計画的側面を含む研究が必

要とされる所以である。

� 産学協同実験調査の構想

ウェブ調査の１つの見方として、従来型調

査の枠組みで言う「自記式」調査（電子的手

段による間接的な自記式）という調査方式へ

の区分が可能である。このことから、本研究

の主たる目的は、従来型自記式調査の代表的

な方法である「郵送法」との比較を通じて、

ウェブ調査の調査方法上の特徴を、実験調査

を通じて検証することにある。ウェブ調査と

他の従来型調査方式との間に見られる実用上

の問題を産学協同研究の立場から一貫して検

討してきた大隅ら（[1]、[2]）を踏襲し、本研

究も３組織（統計数理研究所、㈱博報堂、㈱

東京サーベイ・リサーチ）による実験調査研

究として実施した。

やや脇道に逸れるが、調査法研究に際して

は、（産学ということに限らず）異なる立場か

らの参画者が共同・協働する態勢が重要と考

えている。昨今では調査企画者が（実査を管

理するという意味での）実施者でもあること

がむしろ少なく、調査の諸側面に関するノウ

ハウが分散して存在する傾向が強まりつつあ

るように思われるからである。

2. 実験調査の計画
� ４種の調査を含む計画の概要

本研究の骨格は、㈱博報堂が保有する次の

２つの登録者集団に対する各２回の調査をも

って構成する：

・郵送調査による定例調査のための運用パネ

ルHABIT 注１）

・ウェブ調査での運用パネルHi-panel 注２）

具体的には以下の４種類の調査を計画し、

また各調査にはなるべく共通した質問項目を

用意することによって調査間の比較を行うこ

ととした。

Ａ調査：HABITに対する郵送調査

Ｂ調査：Ａ調査回答者のインターネット・

ユーザのうち、調査協力の応諾者

に対するウェブ調査

Ｃ調査：Hi-panelに対するウェブ調査

Ｄ調査：Hi-panel中の調査協力の応諾者に

対する郵送調査

上記４調査は、次に述べるように調査方式

間の比較検証を目的とした調査設計に基づき

実施されているが、剰余変数の統制は幾つか

の点で完全ではない。

本研究の調査設計上の特徴は、①Ｂ調査は、

Ａ調査協力者の一部（インターネット・ユー

ザ；以下ネットユーザと略記する）に対して

調査方式を郵送調査からウェブ調査に変えた

反復調査になっていること、②Ｄ調査は、Ｃ

調査の対象者の一部に対して、調査方式をウ

ェブ調査から郵送調査に変えた反復調査を含

んでいることにある。つまり、「同一の調査対
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注１）㈱博報堂のウェブページより、同社の「Ｒ＆Ｄ（リサーチ＆ディベロップメント）→ 研究開発」活動のページで簡単な紹
介を読むことができる。
注２）http://www.hakuhodo.co.jp/hi-panel/ に概要の紹介がある。
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象者」に対して調査方式を変えた２回の調査

を行った点である（ここで調査項目は同一質

問とした）。こうした調査設計により、調査方

式間で同一対象者群の回答内容がいかに変化

するか否かを検討することも、今回の実験的

調査研究の１つの目的になっている（ウェブ

調査では日本で初めての試みと思われる）。さ

らに、Ｄ調査には性格が異なる２とおりのサ

ンプルが含まれるので、それを�と�に分け

て記述する。Ｄ調査－�は上記反復調査に見

られる変動を検討するための群、Ｄ調査－�

はＤ調査－�の対照群とするための群であり、

Ｃ調査を経ていないＤ調査のみの対象者群で

構成された。

� 登録者集団の構成概要

２種類の登録者集団（HABIT、Hi-panel）

は、いずれも東京圏および近畿圏の住民に、

直接調査協力への応諾を経て構成されたパネ

ルであり、対象者の選定に無作為抽出の要素

が含まれている（つまり公募型ではない、い

わゆる確率的アプローチとなっている）。パネ

ル全体の登録者構成は12～69歳の男女である

が、本研究では、15歳～69歳までの男女を検

討対象とした。

� サブグループ間の比較

本研究では、調査方式を変えた反復調査間で

の回答変動の検討の他に、各調査のサンプル全

体およびそこに含まれる様々なサブグループ

間の比較も意図した調査計画となっている。こ

こで、典型的な比較の幾つかを例示する。

例1）Ａ調査の全サンプルとＣ調査の全サン

プルとの比較：郵送調査とウェブ調査

の差を総合的に検討する。

例2）Ａ調査のネットユーザ（A2群）と非ユ

ーザ（A1群）との比較：異なる属性を

持つ２群間の回答を対比分析する。

例3）A2群とＣ調査対象者群との比較：とも

にネットユーザという共通の特性を持

つが、異なる登録者集団からの抽出と

いう意味で「サンプルの出自」が異な

る。

例１のような比較は、実務現場からの要請

が強い（安定した知見取得に対する期待が高

い）検討事項と思われる。しかし現実には、

両者の差異には幾つかの要因の複合的な影響

が含まれている場合が多く、その意味で両者

の結果を直接比較して（類似や差異を単純に

考察することによって）得られる情報は実は

あまり多くない。両者の差異に含まれる要素

の検討手順として、例２や例３に挙げたよう

な、踏み込んだ比較も必要となる。

� 調査項目の概要

調査で用いた属性項目以外の調査項目は２

つに大別される注３）。１つは、日常の身近な

事柄や生活感についての意見や態度等、一般

の社会調査（世論調査を含む）で利用頻度が

高い「社会調査型項目群」である。もう１つ

は、商品の認知や広告接触などマーケティン

グ分野で利用される頻度が高い「マーケティ

ング型項目群」から構成される。この種の実

験調査の常套手段であるが、特に社会調査型
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注３）以下の２区分は無論、便宜的なものである。調査票設計に当たり、前者を含む調査項目は主に統計数理研究所グループが、
後者を含む項目を主に㈱博報堂、㈱東京サーベイ・リサーチグループが担当した。
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項目群では、比較可能性

を担保するために、過去

の調査実績から性質がよ

く知られており、かつ近

年の全国調査の結果など

が広く公表されているよ

うな項目、例えば統計数

理研究所の「日本人の国

民性調査」に含まれる質

問項目などを中心に用い

ている。

調査項目は、調査Ｂ、

Ｃについて基本的にすべ

て共通質問とし、Ｄ調査

は調査Ｂ、Ｃとほぼ共通

だが一部の項目を加除し

た質問構成となってい

る。他方、Ａ調査で使用

した項目はＢ、Ｃ、Ｄの各調査で用いた項目

の一部分であり、よってＡ調査だけ共通部分

が少なくなっている。Ａ調査は、当該パネル

に対して定例的に行っている郵送調査に合わ

せて、Ｂ、Ｃ、Ｄの各調査との共通項目から

構成された別紙調査票を作成し、これを同封

して実施した。ただしHABITでは、Ｂ、Ｃ、

Ｄ調査で用いた残りの項目も、他の定例調査

の機会に回答経験済みになっている。このた

め、調査時期が異なるデータという条件付き

ではあるが、相互比較が可能な質問項目数は

Ａ調査だけの共通項目分よりも実質的に多い。

3. 各調査の実施概要と回収結果
２節で述べた各調査の実施概要を表１にま

とめた。

4. 集計結果間の比較例
本節では、表１のデータによる調査条件間

の比較を幾つか示す。ここでの目的は、比較

の中で特定の傾向を見出して「ウェブ調査は

かくかくしかじかの特徴を持つ」と述べるこ

とではなく、むしろ調査法間の比較に際して

どのような条件差を考慮すべきかという点に

関する考察の流れを例示することにある。こ

のため、本稿では特に具体的な調査項目の表

現なども省略している。

� 社会調査型項目群を例に

図１は、２�の例１に対応させてＡ調査と

Ｃ調査の回収サンプル全体について、共通項

目の回答比率（単純集計値）の散布図を作成

したものである。取り上げた項目は２�で
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Ｄ調査－� 

Hi-panel登録者
のうちＣ調査協
力者以外から層
化無作為抽出 

郵送調査 

2005年６月 
約３週間 

637

589

92.5％ 

実験調査として
応諾を経て独自
に実施 

Ｄ調査－� 

Ｃ調査協力者に
対する繰り返し
調査 

郵送調査 

2005年６月 
約３週間 

1,129

1,032

91.4％ 

実験調査として
応諾を経て独自
に実施 

Ｃ調査 

2 0 0 4 年度H i -  
panelより層化
無作為抽出 

ウェブ調査 

 2005年３月 
１週間 

2,499

1,678

67.1％ 

通常のウェブ調
査のひとつとし
て実施 

Ｂ調査 

2004年度HABIT
のうち2005年度
Hi-panel参加意
向者 注１ 

ウェブ調査 

2005年３月 
１週間 

857

529（507）注４ 

61.7％ 

Hi-panelへの移
行前のプレ調査
として実施 

Ａ調査 

2004年度HABIT 
ほぼ全数調査 

郵送調査 

2005年１月 
約３週間 

4,630

3,026

65.4％ 

定例調査最終回
に追加調査とし
て同時的に実施 

 

対象者（登録者 
集団と抽出法） 

調査方式 

調査時期と回収 
期間 

依頼数 注２ 

回収数 

回収率 注３ 

備考（実査時の 
条件など） 

表１　４種類の調査に関する実施概要

注１）2005年度パネルHi-panel参加意向者の中には、2004年度パネルHABITに参加した本人ではなく、
一部にその家族等が含まれる。Ａ調査とＢ調査の反復結果を検討する場合には、Ｂ調査の集計
を本人のみに限定する。

注２）依頼数は郵送調査では調査票発送数、ウェブ調査では依頼メイルの発信数。
注３）回収率の定義は、ここでは回収数／依頼数による。例えばＤ調査は事前の応諾を経た上での依

頼であるので、協力意向を照会した人数をベースとした回収率はこれよりも低い。
注４）Ｂ調査は、調査実施期限内の回収サンプル数が507であったが、ここは期間外回収を含めた529

サンプルを表記。
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「社会調査型項目」とした16項目52カテゴリと

した。図１で対角線近くに示した破線は、サ

ンプルサイズn＝1,500の単純無作為抽出を仮

定した場合の標準誤差の３倍に相当する幅を

参考として書き入れたものである。以下の図

も、それぞれの調査条件に大まかに対応する

サンプルサイズでの誤差幅として参照するた

めの破線が書き込まれている。また図中の相

関係数は、縦横軸の調査条件間の類似の程度

を数値要約する目的で算出した。

この図（と回答カテゴリの内容）からＣ調

査の結果はＡ調査に比べて

・ITやコンピュータに対する信頼が高く、

・終身雇用にこだわらず、経済生活にややゆ

とりがあり、

・民主党支持が少し高い

など、進歩的な意識の持ち主が多いことを示

唆する結果であると解釈できる部分がある。

ところで、このような差の原因はどこにある

のか。

既に述べたとおり、Ａ調査とＣ調査の直接

比較には幾つかの要素が混在する。Ａ調査に

はネットユーザも非ユーザも含まれるがＣ調

査はネットユーザしか含まれない点に注目す

る。つまり両調査の差には対象者の特徴とし

て、「ネットユーザ 対 非ユーザ」の違いも含

まれている。ひとまずＡ調査内で、ユーザ

（A2群；n2＝1,368）と非ユーザ（A1群；n1＝

1,132）を比較することで、両群の異質性につ

いての見当を付けることができ（２�の例２

に対応する図２）、実際に図１などに比べると

プロットがバラけている。

さらにＡ調査のネットユーザに限れば、Ｃ

調査に近づくのかということを検討するのが

２�の例３の比較で、実際の結果は、図３に

示すように図１に比べて対角線寄りすなわち

両調査の結果が一致する方向にプロットが動

き、相関係数もより１に近くなっている。

しかしA2群とＣ調査の比較にも、まだ複数
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図１　Ａ調査とＣ調査における「社会調
査型項目」群の回答比率の比較

図２　Ａ調査内におけるインターネットユ
ーザと非ユーザの回答傾向の比較
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の条件差が関与している。１つには２�で言

及したとおり、サンプルの抽出元のパネル

（登録者集団）が、リクルートやメンテナンス

を含む総体として異なっている点。２つ目は

回収された標本についてもその属性構成が異

なっている可能性であり、これへの対処につ

いては、５節でより一般的な課題として言及

する。そして３つ目に、当然のことながらＡ

調査は郵送された調査票への書き込みによる

回答であり、Ｃ調査はウェブの画面上での回

答であるという回答方法の違いである。図３

でA2群とＣ調査の比較が積極的な意味を持つ

ためには、「A2群が仮にＣ調査と同じように

ウェブ画面で回答したとしても同じ回答をし

ていた」という仮定が必要になる。この仮定

は自明に成立することではない。

調査モードが変わったとしても同一人の回

答行動は変わらないか、ということを検討す

るためには、例えば同一人に同じ質問を２つ

の異なるモードで回答してもらう調査計画が

必要となる。Ａ調査とＢ調査の比較、Ｃ調査

とＤ調査の比較は主にこの点の比較を狙った

ものである。

� その他の比較例

図４は「マーケティング型項目群」からテ

レビ関連の27項目179カテゴリの回答比率をＢ

調査とＣ調査間で比較するための散布図であ

る。ともにウェブ調査でネットユーザだけに

回答してもらったものであり、図１に比べれ

ば（調査項目の内容面での性質も図１とは異

なるわけだが）、やはり僅かに類似度が高いよ

うに見える。それでもなお信頼区間の幅程度

以上の差が見られるカテゴリの数も偶然に生

じ得る範囲を超えており、単純に両者の結果

が似ていると即断することはできない。

ただし、これまでの大隅ら（例えば[2]）の

報告を見ると、同じウェブ調査であっても、

登録者集団の作り方によって結果は大きく違
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図３　Ａ調査のインターネットユーザと
Ｃ調査の比較

図４　Ｂ調査とＣ調査における「テレビ
関係項目」群の回答比率の比較
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う場合も多く、それらに比べれば図４のプロ

ットは条件間の類似度が非常に高いものにな

っている。我々は、本研究で利用した２種類

のパネルの性質を反映した結果と考えている。

両者は別個にリクルート・メンテナンスされ

ているものであるとは言え、同一主体が、確

率的方法を基礎として構築した登録者集団で

あり、その点で性格が類似している、との解

釈である。

5. 今後の実験的研究のために
４節で紹介した結果自体がいまだ分析途上

の内容であり、本研究の内部での検討課題は、

勿論多数残されている。例えば本研究の調査

データでサブグループ間の意味のある比較は、

２�・４�での例示にとどまらない。

しかしこの最終節では、本研究に独自の課

題よりもむしろ、ウェブ調査の性質やその利

用に関して、今後どのような実証研究がなさ

れるべきか、という観点に照らした一般的な

課題について、筆者の意見を３点にわたり述

べておきたい。

第１点は調査方法間の比較に関する留意点

を幾つかまとめたものになる。２�の例１で

言及したように、「郵送調査とウェブ調査の比

較」には幾つかの検討要素が含まれている。

１節で指摘したように、調査結果の差異には、

�母集団（対象母集団、枠母集団）あるいは

登録者集団（リソース、パネル）とサンプル

構成に関わる側面、�調査方式を主とする調

査実施条件の側面の両者が関わっており、こ

れらの複雑な要因の寄与を推論するためには、

本研究で紹介したような、事前の考察に基づ

く実験的な条件設定が重要である。また、得

られたデータのサブグループ間比較において

も、単純集計結果の比較だけでは解釈を誤る

恐れがある。このため要因の寄与を峻別する

ための分析方法への配慮も必要になる。

例えば�に関する議論に際し、�のサンプ

ル構成の特性 ― 特に属性分布の差異と類似

― を調整する必要が生じる場合が考えられ

る。これは基本的には、共変量調整として行

われる加重補正の話題である。属性分布の調

整法として、事後層別による直接法（事後層

化法：post-stratification）、いわゆるレーキン

グ（Deming-Stephan法）、傾向スコアによる

方法、などが考えられる。この結果に関して

は、別の形で公表予定である。

一般に、このような調整 ― 特に傾向スコア

に多数の共変量の情報を集約して調整 ― を行

うことを通じ、ウェブ調査などの有意抽出に

基づく調査結果から無作為抽出に基づく調査

の結果を近似する方法が、近年注目を集めて

いる（例えば星野[4]）。より性能の良い方法を

研究開発すると同時に、洗練された手法にも

有効な適用が可能となる前提条件があり、こ

うした点への意を喚起することが統計科学研

究者の役割と認識している。

第２に、前述�の調査実施条件の要素とし

て測定法・データ収集法面での特徴を検討す

る必要がある点を指摘しておきたい。例えば

文献[2]、[3]にも言及があるところだが、ウェ

ブ調査の従来型調査にはない特徴のひとつと

して、調査対象者の回答行動のトラッキングが

可能な点を挙げられよう。CASIC（Computer

Assisted Survey Information Collection）によ

って可能となる要因と相俟って、ウェブ調査

で効率よく実験的検討を行い得る事項が多い
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だけに、残された検討課題も多い。

第３に、こうしたウェブ調査の特徴を研究

する際に、いろいろな立場の参画者が協同態

勢を組むことの重要性を改めて強調しておこ

う。関連して１点、私見であるが、こうした

研究に複数、できれば３つ以上の調査実施主

体が同時的に関わることの有益性を指摘して

おきたい。本研究では、１社の２つのパネル

を比較したデザインになっている。勿論２群

の比較も貴重な情報を提供するのであるが、

３群（３主体）間の比較になると、比較の組

み合わせは３倍になる。このような意味で、

多数のウェブ調査実施主体が、いろいろな場

で同時的に実験的研究に参加すること、その

ような気運が高まることを期待したい。
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